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税務訴訟資料 第２５９号－２４２（順号１１３５５） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（蒲田税務署長） 

平成２１年１２月２４日棄却・確定 

 

判 決 

原告         甲 

訴訟代理人弁護士   猪狩 俊郎 

同          髙石 博司 

同          横山 順一 

同          中村 誠 

同          亀岡 弘敬 

同          桑名 俊光 

同          岡本 大毅 

同          若山 和秀 

被告         国 

代表者法務大臣    千葉 景子 

処分行政庁      蒲田税務署長 

           清宮 義男 

指定代理人      三村 仁 

同          雨宮 恒夫 

同          出田 潤二 

同          山中 義一 

同          伊藤 仁志 

同          佐藤 直志 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は、原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 処分行政庁が、原告に対し、平成１８年１１月１３日付けでした原告の平成１７年分の所得税の

更正処分のうち、総所得金額１３５３万９０７９円、分離長期譲渡所得の金額０円、納付すべき税

額９４万２６００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告が、平成１７年分の所得税の申告をしたところ、処分行政庁から、①原告からＡ株

式会社（以下「Ａ」という。）への別紙物件目録１記載の２、４、５及び７ないし１１の土地（以

下「本件譲渡物件」という。）の譲渡（以下「本件売買契約」という。）に係る売買代金（以下「本
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件売買代金」という。）５億円につき譲渡所得が申告されておらず、②賃貸用マンション（以下「本

件建物」という。）の建設に関して支出した業務委託費（以下「本件業務委託費」という。）につき、

所得税法（ただし、平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）２条１項１９号所

定の減価償却資産の取得価額に算入して不動産所得の必要経費の金額を計算すべきである等とし

て、更正処分（以下「本件更正処分」という。）及び過少申告加算税賦課決定処分（以下「本件賦

課決定処分」といい、本件更正処分と併せて「本件更正処分等」という。）を受けたため、Ⓐ本件

売買代金につき、(a)本件売買契約は、Ｂ株式会社（以下「Ｂ」という。）の代表取締役である乙（以

下「乙」という。）から担保を設定するにすぎない旨申し向けられた結果締結したものであって、

本件売買契約に係る契約書（以下「本件売買契約書」という。）の表示から推認される意思と原告

の真意との間には不一致があるから、錯誤無効であり、本件売買契約に係る譲渡所得は発生しない、

(b)仮に本件売買契約が有効であるとしても、本件売買代金は、乙によって横領されたから雑損控

除（所得税法７２条）として総所得金額から控除されるべきである、Ⓑ本件業務委託費につき、所

得税法施行令（ただし、平成１９年政令第８２号による改正前のもの。以下同じ。）７条１項３号

の開発費に該当するから繰延資産として必要経費の額を計算すべきであるなどとして、本件処分の

取消しを求めている事案である。 

１ 関係法令の定め 

(1) 譲渡所得 

 所得税法３３条は、譲渡所得とは、資産の譲渡（建物又は構築物の所有を目的とする地上権

又は賃借権の設定その他契約により他人に土地を長期間使用させる行為で政令で定めるもの

を含む。以下この条において同じ。）による所得（同条１項）であって、たな卸資産の譲渡そ

の他営利を目的として継続的に行われる資産の譲渡による所得又は山林の伐採若しくは譲渡

による所得以外のもの（同条２項）をいう旨規定している。 

(2) 雑損控除 

 所得税法７２条は、居住者又はその一定の親族の有する資産について災害又は盗難若しくは

横領による損失が生じた場合において、その年における当該損失の金額の合計額が一定の金額

を超えるときは、その超える部分の金額を、その居住者のその年分の総所得金額等から控除す

るものとし（同条１項）、その控除を雑損控除という（同条３項）旨規定している。 

(3) 減価償却資産と繰延資産 

ア 減価償却資産 

 所得税法２条１項１９号は、減価償却資産とは、不動産所得若しくは雑所得の基因となり、

又は不動産所得、事業所得、山林所得若しくは雑所得を生ずべき業務の用に供される建物、

構築物、機械及び装置、船舶、車両及び運搬具、工具、器具及び備品、鉱業権その他の資産

で償却をすべきものとして政令で定めるものをいう旨規定し、これを受けた同法施行令６条

は、上記減価償却資産は、棚卸資産、有価証券及び繰延資産以外の資産のうち、建物及びそ

の附属設備（暖冷房設備、照明設備、通風設備、昇降機その他建物に附属する設備をいう。）

等（時の経過によりその価値の減少しないものを除く。）とする旨規定している。 

イ 減価償却資産の償却費の計算の方法等 

 所得税法２６条２項は、不動産所得の金額につき、その年中の不動産所得に係る総収入金

額から必要経費を控除した金額とする旨規定し、同法３７条は、その年分の不動産所得の金

額の計算上必要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、同所得の総収入金
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額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年にお

ける販売費、一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以

外の費用でその年において債務の確定しないものを除く。）の額とする旨規定しているとこ

ろ、同法４９条１項は、居住者のその年１２月３１日において有する減価償却資産につきそ

の償却費として同法３７条の規定によりその者の不動産所得の金額、事業所得の金額、山林

所得の金額又は雑所得の金額の計算上必要経費に算入する金額は、その取得をした日及びそ

の種類の区分に応じ政令で定める償却の方法の中からその者が当該資産について選定した

償却の方法（償却の方法を選定しなかった場合には、償却の方法のうち政令で定める方法）

に基づき政令で定めるところにより計算した金額とする旨規定している。これを受けた同法

施行令１２０条１項１号は、建物につき、定額法又は定率法によって計算する旨定め、同令

１２６条１項１号は、同令１２０条１項１号に規定する建物の取得価額につき、(あ)当該資

産の購入の代価（同号イ）、(い)引取運賃、荷役費、運送保険料、購入手数料、関税その他

当該資産の購入のために要した費用（同号イ括弧書）及び(う)当該資産を業務の用に供する

ために直接要した費用の額（同号ロ）の合計額とする旨定めている。 

ウ 繰延資産 

 所得税法２条１項２０号は、繰延資産とは、不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所得

を生ずべき業務に関し個人が支出する費用のうち支出の効果がその支出の日以後１年以上

に及ぶもので政令で定めるものをいう旨規定し、これを受けた同法施行令７条１項は、個人

が支出する費用（資産の取得に要した金額とされるべき費用及び前払費用を除く。）のうち

開発費（新たな技術若しくは新たな経営組織の採用、資源の開発又は市場の開拓のために特

別に支出する費用をいう。）等を繰延資産とする旨規定している。 

２ 前提事実（争いのない事実、顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨により容易に認め

られる事実） 

(1) 原告は、自己の所有する東京都大田区所在の土地（以下「本件建物敷地」という。）の賃借

人から借地権を買い取り、同土地上に賃貸用マンション（本件建物）を建築することを検討し

ていたところ、その話を聞き知った知人を介して、Ｂの代表取締役である乙を紹介され、本件

建物敷地に本件建物を建築する計画を乙に任せることとし、平成１５年１月８日、Ｂとの間で

上記建設事業に関する業務委託契約を締結し（以下、同契約に係る契約書を「本件業務委託契

約書」という。甲４）、同年６月２６日、Ｏとの間で本件建物を建設する工事請負契約を締結

する（以下「本件工事請負契約」といい、同契約に係る契約書を「本件工事請負契約書」とい

う。乙６）とともに、平成１６年２月１３日、Ｂとの間で、本件業務委託契約書に記載された

内容を変更する旨の業務委託変更契約を締結した（以下、同変更契約に係る契約書を「本件業

務委託変更契約書」（甲５）といい、同変更契約後の契約を「本件業務委託契約」という。）。（甲

４、５、乙５、６、３１、３３、３４） 

(2) 原告は、平成１６年４月ころ、乙から、原告の所有する土地を株式会社Ｃ（以下「Ｃ」と

いう。）に担保として提供して、２年間資金を運用し、原告には、その利益配当として２年間

で３０００万円を支払う旨の申出を受け、これを承諾し、Ｂとの間で、①同年７月７日、原告

がＢに別紙物件目録１記載の土地（以下「ＣＡ物件」という。なお、本件譲渡物件はその一部

である。）を代金３億８０００万円で売却すること、原告がＢに上記売買代金の全額を支払う

ことによってＢが原告にＣＡ物件を返却すること等を記載した契約書（乙８）を作成するとと
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もに、②同年８月２日、原告がＢに別紙物件目録２記載の土地及び建物（以下「ＣＢ物件」と

いう。）を代金２億２０００万円で売却すること、原告がＢに上記売買代金の全額を支払うこ

とによってＢが原告にＣＢ物件を返却すること等を記載した契約書（乙１８）を作成した。（乙

５、８、１８、３７、６８） 

(3) Ｂは、ＣＡ物件及びＣＢ物件につき、株式会社Ｄ（以下「Ｄ」という。）を介し、原告所有

の土地を譲渡担保に供してＣから融資を受けるべく、Ｄとの間で、買戻特約付きの売買契約を

締結し、さらに、Ｄが、売買契約及び再売買予約契約を締結することを通じて、合計４億８０

００万円の融資を受け、ＣＡ物件及びＣＢ物件につき、原告からＣへの所有権移転登記（ただ

し、別紙物件目録２の［土地］記載８及び９並びに［建物］記載４については、所有権移転仮

登記）が経由された。（甲１２ないし１９、乙５、８ないし１５、１８ないし３５、３７、４

９、５０、６８） 

(4) 平成１７年２月以降、上記再売買予約契約に係る買戻期限が到来し、Ｂ及び原告としては、

このままではＣに対して支払うべき金利等の負担が増大するのみならず、Ｃに対して譲渡担保

に供していた原告の自宅土地建物を含む不動産すべてを買い戻すことができなくなることか

ら、Ｂは、返済資金を調達する必要に迫られた。（乙３７、３８、８３） 

(5) 原告は、Ａとの間で、平成１７年４月１５日、原告がＡに本件譲渡物件を代金５億円で売

却すること等を記載した本件売買契約書（甲２）を作成し、同日、原告を代理してＢがＡから

５億円を受領した。（甲２、乙３８、４３、４４） 

(6) 原告は、平成１７年分の所得説につき総所得金額７０４万５７２６円、還付されるべき税

額２万７９００円とする確定申告を法定申告期限内にした。 

(7) 処分行政庁は、平成１８年１１月１３日、別表１「課税処分等の経緯」の「更正処分等」

欄記載のとおり、本件更正処分等をした。その後の異議申立て及び審査請求並びにこれらに対

する決定及び裁決の経緯は、同別表記載のとおりである。 

(8) 原告は、平成２０年９月１２日、本件訴訟を提起した。（顕著な事実） 

３ 税額等に関する当事者の主張 

 被告が本件訴訟において主張する原告の総所得金額、納付すべき税額及び過少申告加算税の額

等は、別紙「更正等の根拠及び計算」のとおりであり、本件の争点（後記４(1)及び(2)）に関す

る部分を除き、計算の基礎となる金額及び計算方法に争いはない。 

４ 争点 

(1) 本件売買代金の課税処理の適否 

ア 本件売買代金が譲渡所得に該当するか否か。 

イ 本件売買代金相当額の雑損控除の可否 

(2) 本件業務委託費が本件建物の取得価額に該当するか否か。 

５ 争点に関する当事者の主張の要旨 

(1) 争点(1)（本件売買代金の課税処理の適否）について 

ア 争点(1)ア（本件売買代金が譲渡所得に該当するか否か）について 

（原告の主張の要旨） 

 乙は、平成１６年４月ころ、原告の自宅を訪れ、原告に対し、原告所有の土地を担保とし

て資金を借り入れ、その資金をＢが２年間運用して利益を出し、２年間で３０００万円の配

当をするなどと申し向け、同年６月ころ、原告が乙の申出を受け入れることとしたのを受け
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て、原告の不動産を担保として借入れを行うために必要な契約書である旨説明し、(a)同年

７月７日、ＣＡ物件に係る売買契約（買戻特約付き）を、(b)同年８月２日、ＣＢ物件に係

る売買契約（買戻特約付き）をそれぞれ締結させたが、その当時、既に、Ｂは破綻寸前であ

り、買戻期限までに当該不動産を買い戻すことが到底不可能な状況にあったことは明らかで

あって、乙は、上記売買契約により、原告が各不動産の所有権を失うことを当然に認識して

いたにもかかわらず、Ｃから融資を受けるために、原告の不動産を騙し取る目的で、あえて

各不動産の所有権移転登記手続を行った。 

 そして、乙は、上記のとおり、原告の各不動産に関して買戻特約付き売買契約を締結して

Ｃから合計４億８０００万円の融資を受けたが、その後、Ｃから返済を迫られるや、Ａとの

間で本件譲渡物件に係る本件売買契約を締結して同社から５億円を調達し、Ｃへの弁済並び

にＣＡ物件及びＢ物件の買戻資金の一部に充てることを計画し、原告に対し、不動産を担保

として別の業者から借入れを行うために必要な契約書であること、今回も売買するわけでは

ないので心配は要らない旨説明した上、原告が自己の所有する不動産の賃貸業務及びそれに

付随する管理業務の一部を乙に委任するなどしており乙を信用していたことを奇貨として、

原告に契約内容を確認するいとまを与えず、本件売買契約書に署名押印させた。したがって、

原告が本件売買契約を締結したのは、真実は本件不動産をＡに売却する意図である乙から、

担保を設定するにすぎない旨申し向けられた結果、本件譲渡物件を担保として提供すること

により借り入れた資金を運用することで利益が上げられるとの認識を有しているにすぎな

かったのであって、本件売買契約書の表示から推認される意思と原告の真意との間には不一

致があるから、本件売買契約は、錯誤により無効（民法９５条）である（なお、原告は、平

成１７年１１月２１日、Ａに対し、詐欺を理由として、本件売買契約を取り消す旨の意思表

示をしたが、この事実は、上記錯誤無効の主張を裏付ける事情（欺罔と誤信の存在）として

主張するものである。）。 

 原告とＡとの間の本件売買契約の締結は、乙が企図したＢの運用資金の詐取という詐欺行

為の一環としてその目的達成のための手段として仕向けられたものであって、一連の詐欺行

為の中から本件売買契約のみを取り出して、形式的にその有効性を判断すべきでない。 

 したがって、本件売買契約は無効であり、本件売買契約に係る譲渡所得も発生しない。 

（被告の主張の要旨） 

 原告は、平成１７年４月１５日、本件売買契約書に自ら署名して、原告の実印を押印した

上、本件売買契約に関する本件委任状及び本件領収証、登記関係書類にも自ら署名して実印

を押印したものであり、本件売買契約の成立に関し、疑問を差し挟む余地はない。また、Ａ

から原告の意思確認を依頼された司法書士の丙（以下「丙司法書士」という。）は、平成１

７年４月１３日、原告宅において、原告の本人確認、所有権移転登記の意思確認を行ったと

ころ、原告は、丙司法書士に対し、本件譲渡物件の所有権をＡに移転する旨の意思表明を行

っている。そして、本件売買契約時である平成１７年４月１５日当時、Ｂは、担保提供した

ＣＡ物件及びＣＢ物件のいずれの買戻期間を経過しても買い戻すための資金を準備できて

いない状態であり、株式会社Ｅ（以下「Ｅ」という。）から借入れをすることができるとし

ても、その金額は買戻金額に満たないものであったため、このままでは、原告は、原告の自

宅土地建物を含め自己が所有していた物件の多くについてその所有権を失い、原告の自宅土

地建物からの立退きを求められるおそれがあったため、金策に窮したＢがＣＡ物件及びＣＢ
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物件の買戻代金を準備するためには、本件譲渡物件をＡへの譲渡するしかなかったのであり、

このような客観的状況に照らせば、原告が買戻資金の調達方法として本件譲渡物件の売買を

行ったと解するのが自然である。契約書の形式上も、ＢがＣＡ物件及びＣＢ物件を利用して

Ｃから融資を受けた際には、いずれの契約にも買戻特約ないし再売買予約が付され、各契約

の売主が売買代金等を買主に支払うことによって、最終的には原告に物件の所有権が戻って

くることが前提となっていたが、本件売買契約にはそのような買戻特約や原告、Ａ間での再

売買予約は存在しないことからも、このことが裏付けられる。 

 原告が主張するように平成１６年６月ころないしＣＡ物件及びＣＢ物件を担保提供した

同年７月又は９月ころ、既にＢが破綻寸前であったことや買戻期限までに当該不動産を買い

戻すことが到底不可能な状況にあったことを裏付ける証拠はない。また、乙が原告の不動産

を騙し取るつもりならば、Ｅから融資を受け、また、Ａに本件譲渡物件を譲渡してまで、Ｃ

Ａ物件及びＣＢ物件を買い戻す必要もなかったというべきである。 

 したがって、原告が、本件譲渡物件をＡに担保として提供するのではなく、売却するもの

であることを認識していたことは明らかであり、本件売買契約は有効に成立しているから、

原告の主張は理由がない。 

イ 争点(1)イ（本件売買代金相当額の雑損控除の可否）について 

（原告の主張の要旨） 

 乙は、本件売買代金５億円（現金及び小切手）を原告のために預り保管中、原告の許可な

く、４億円をＢのＣに対する債務の弁済に充て、１億円をＦ株式会社（以下「Ｆ」という。）

に対する仲介料として支払い、もって、ほしいままにこれを自己の用途に充てる目的で着服

して横領した。原告の手元に本件売買代金が入ってくる予定がなかったというのは、あくま

で乙の意図によるものであり、原告自身が、自らの所有する不動産を売却しておきながら、

手元に売買代金が入ってくることを予定しないことなどあり得ないことは明らかである。 

 したがって、仮に本件売買契約が有効であるとしても、原告は、本来自己のために費消で

きるはずであった本件売買代金５億円を乙によって横領され、これにより同額の損失を被っ

ているから、上記５億円につき、雑損控除（所得税法７２条）として、総所得金額から控除

されるべきである（ただし、雑損控除については、上記第１の請求の限度で主張するもので

ある。）。 

（被告の主張の要旨） 

 原告は、本来取得できるはずの売買代金を乙に横領されているから、売買代金相当額の５

億円を総所得金額から雑損控除すべきである旨主張するが、本件売買契約は、ＣＡ物件及び

ＣＢ物件の買戻資金を準備するために行われたものであり、そもそも原告の手元に本件譲渡

物件の売買代金が入ってくる予定などなかったものであり、乙に横領行為は認められない。

また、原告は、本件売買契約に係る売買代金をＢが受領した後においても、Ｅに提供した担

保物件をＢに譲渡するなど取引を継続し、平成１８年３月にＢが破産するまで本件売買代金

の返還を同社に求めた形跡がないことからも、乙の横領の事実は認められない。 

 ＢがＦに対して交付した１億円については、支払の趣旨の詳細は不明であるが、仮にこれ

が仲介手数料として支払われたのであれば、本件売買契約の締結に必要な経費として原告が

当然に支払うべきものであるから、横領にはならないし、そもそも、本件売買代金の使途に

ついて、Ｂは原告から包括的な委任を受けていたというべきであるから、Ｆに対する１億円
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の支払が原告の委任の趣旨に反するとはいえない。 

 したがって、本件売買代金相当額の５億円につき雑損控除を行う根拠に欠ける。 

(2) 争点(2)（本件業務委託費が本件建物の取得価額に該当するか否か）について 

（原告の主張の要旨） 

 本件業務委託契約の内容は、(a)本件建物の建築に係る立地調査、基本計画プラン・建築計

画プランの作成等の基本企画業務、(b)建築確認に係る各種工事監理等の設計監理業務のほか、

(c)本件建物に係る基本構想及び周辺環境等の事前調査等のコンサルタント業務、(d)本件建物

の近隣住民等に係る近隣対策業務、(e)施行会社との折衝業務等も含まれており、特に上記(c)

ないし(e)の業務に関しては、建物を建築した上、賃貸業の用に供するのに必要不可欠な業務

とはいえず、あくまで建物の建築に伴い生じる可能性のある紛争を予防したり、賃貸業を営む

上で有益なアドバイスを原告に与えたりすることを目的として委託された業務にすぎない。 

 したがって、上記(a)ないし(e)の業務（少なくとも上記(c)ないし(e)の業務）に係る費用は、

本件建物を取得するために要した費用に該当せず、新たな事業の開始のために特別に支出する

必要があるから、所得税法施行令７条１項２号の開発費に該当する。 

（被告の主張の要旨） 

 繰延資産は、相手方から役務の提供を受けたにもかかわらず、その支出の効果が支出の日以

後１年以上に及ぶことから、支出時の必要経費とせずに繰り延べて、総収入金額の発生年分に

対応させるべき必要経費として「資産」と擬制したものであり、会計処理技術上、貸借対照表

の資産の部に計上されるだけのものであって、処分可能な価値を有する本来の資産とは異なる

のであるから、本来の資産の取得に要した金額は減価償却資産として減価償却されるべきであ

り、それ以外で支出された費用のうち、支出の効果が支出の日以後１年以上に及ぶものを繰延

資産というべきである。 

 したがって、本件業務委託費が繰延資産の開発費に該当するというためには、当該費用が、

①資産の取得に要した金額とされるべき費用（取得費）ではなく、又は前払費用でないこと、

②業務に関し個人が支出する費用であって、かつ、その支出の効果がその支出の日以後１年以

上に及ぶこと、③新たな技術若しくは新たな経営組織の採用、資源の開発、市場の開拓又は新

たな事業の開始のために特別に支出する費用であることのいずれにも該当しなければならな

いというべきである。 

 本件業務委託費は、本件業務委託契約書に記載されているとおり、鉄筋コンクリート造りの

地上５階建建物（延べ床面積７５３㎡）を建築するために締結された業務委託契約に係るもの

であることは明らかであるところ、その委託業務の内容は、建設請負業者（施工会社）による

建物の建設以外の業務すべてであり、中高層建物を建設し、賃貸業を行う上で一般的に必要と

なる業務すべてに係るものであるから、所得税法施行令１２６条１項に規定するとおり、「資

産の購入又は建設等のために要した費用及び資産を業務の用に供するために直接要した費用

の額」にほかならず、本件建物の取得価額に含まれることは明らかであるから、上記①の要件

を満たさない。 

 したがって、本件業務委託費は、建物の取得価額に含まれ、減価償却の対象となるというべ

きである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 前記前提事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が認められる。 
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(1) 原告は、自己の所有する東京都内の複数の土地を賃貸し、その地代収入を得るなどすると

ともに、平成１２年１１月２８日、平成１４年４月２２日及び平成１５年１２月２５日にも、

借地権付き建物等を買い受け、その際に、自己所有の不動産を担保として金融機関から買収資

金を調達する等の不動産取引を行っていたが、自己の所有する本件建物敷地の賃借人から借地

権を買い取り、同土地上に賃貸用マンション（本件建物）を建築することを検討していたとこ

ろ、その話を聞き知った知人を介して、Ｂの代表取締役である乙を紹介された。（乙５、３１、

３３、３４） 

(2) 原告は、本件建物敷地に本件建物を建築する計画を乙に任せることとし、平成１５年１月

８日、Ｂとの間で上記建設事業に関する本件業務委託契約を締結し、同年６月２６日、Ｏとの

間で本件建物を建設する工事請負契約を締結するとともに、平成１６年２月１３日、Ｂとの間

で、本件業務委託契約書に記載された内容を変更する旨の業務委託変更契約を締結した。本件

業務委託契約書及び本件業務委託変更契約書の概要は、原告が、本件建物（鉄筋コンクリート

造りの地上５階建て建物。延べ床面積７５３㎡）を建築するため、(a)本件建物の建築に係る

立地調査、基本計画プラン、建築計画プランの作成等の基本企画業務、(b)建築確認に係る各

種工事監理等の設計監理業務、(c)本件建物に係る基本構想及び周辺環境等の事前調査等のコ

ンサルタント業務、(d)本件建物の近隣住民等に係る近隣対策業務、(e)施行会社との折衝業務

をＢに委託すること等を内容とするものである。本件建物については、平成１６年２月２４日

に所有権保存登記がされた。（甲４、５、乙６、７） 

(3) 原告は、平成１６年４月ころ、乙から、原告の所有する土地をＣに担保として提供して、

２年間資金を運用し、原告には、その利益配当として２年間で３０００万円を支払う旨の申出

を受け、これを承諾し、これを受けた乙は、Ｄ等を介し、原告所有の土地を譲渡担保に供して

Ｃから高額・高利の融資を受けることとし、後記(4)及び(5)のとおりの各契約を締結する等し

た。（乙５、３７、４９、５０、６８） 

(4)ア Ｂは、平成１６年７月７日、原告との間で、原告からＣＡ物件（なお、本件譲渡物件は

その一部である。）を３億８０００万円で買い受ける旨の売買契約を締結したが、同契約に

は、原告がＢに上記売買代金の全額を支払うことによってＢが原告にＣＡ物件を返却する旨

の買戻特約が付されていた。（乙８） 

 イ Ｂは、同日、Ｄとの間で、ＣＡ物件をＤに４億１０００万円で譲渡する旨の売買契約を

締結したが、同契約には、ＢがＤに上記売買代金の全額を支払うことによってＤがＢにＣＡ

物件を返却する旨の買戻特約が付されていた（以下「本件ＣＡ物件契約書」という。）。（乙

９） 

 ウ Ｄは、同日、Ｃとの間で、ＣＡ物件をＣに２億４０００万円で譲渡する旨の売買契約を

締結するとともに、ＤがＣに対し同年１２月１５日（以下「Ｃ買戻期限Ａ」という。）まで

に３億円（以下「Ｃ買戻代金」という。）及び同物件に係る登録免許税、司法書士手数料、

再売買日までの期間に応じた固定資産税相当額を支払うことによってＣＡ物件を再び買い

受ける旨の不動産再売買予約契約を締結した。（乙１０、１１） 

 エ Ｂは、平成１６年７月７日、Ｄを介して、Ｃから、上記ウの代金２億４０００万円を受

領した。他方、ＣＡ物件については、同月８日、同月７日付け売買を原因として、原告から

Ｃへの所有権移転登記が経由された。（甲１２ないし１９、乙１２ないし１５、４９、５０） 

 オ Ｄは、自らの契約上の地位を株式会社Ｇ（以下「Ｇ」という。）に承継させるため、平成
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１６年７月１３日、Ｂ及びＧとの間で、おおむね以下の内容の合意をした（以下の各項の末

尾に合意書の条項を掲記する。）。（乙１７） 

(ア) ＣＡ物件に関するＢとＤとの売買契約について、Ｄの地位をＧに承継させる（１条）。 

(イ) ＣＡ物件に関するＢとＤとの売買契約は、ＣからＤを経由して２億４０００万円の融

資を受けることが目的であって、本件ＣＡ物件契約書に記載された売買代金４億１０００

万円は無効であり、ＣＡ物件の所有者はＢである（３条）。 

(ウ) 上記(イ)の融資金２億４０００万円のうち、２億２５００円の返済と同時に、本件Ｃ

Ａ物件契約書記載の買戻特約にかかわらず、真の所有者であるＢに名義を回復することを

Ｄ及びＧは確認した。ただし、Ｄ及びＧは、Ｂに名義を回復するに当たり、Ｃに対し、７

５００万円を支払うものとする（４条）。 

(エ) 上記(ウ)の事項について、平成１６年１２月１５日までを行使期間とするが、ＢがＧ

に対して同期間の延長を申し出たときは、ＧとＤは共同でＣに期間の延長をさせた上で、

半年単位で期間の延長ができるものとする（５条）。 

 カ Ｄは、平成１６年１２月２１日、Ｃとの間で、Ｃ買戻代金を３億５０００万円に変更し、

Ｃ買戻期限Ａを平成１７年２月１５日とする再売買予約変更契約を締結した。（乙３５） 

(5)ア Ｂは、平成１６年８月２日、原告との間で、原告から原告が所有するＣＢ物件を２億２

０００万円で買い受ける旨の売買契約を締結したが、同契約には、原告がＢに上記売買代金

の全額を支払うことによってＢが原告にＣＢ物件を返却する旨の買戻特約が付されていた。

（乙１８） 

 イ Ｂは、同年９月２日、Ｄとの間で、ＣＢ物件をＤに２億４０００万円で譲渡する旨の売

買契約を締結したが、同契約には、ＢがＤに上記売買代金の全額を支払うことによってＤが

ＢにＣＢ物件を返却する旨の買戻特約が付されていた。（乙１９） 

 ウ Ｄは、同日、Ｃとの間で、ＣＢ物件を２億４０００万円で譲渡する旨の売買契約を締結

するとともに、おおむね以下の内容の再売買予約契約を締結した（以下の各項の末尾に再売

買予約契約書の条項を掲記する。）。（乙２０、２１）。 

(ア) Ｄは、ＣＢ物件をＣに２億４０００万円で売り渡す（１条）。 

(イ) Ｄ及びＣは、ＣＢ物件の一部に株式会社Ｍ、原告又は原告の長男丁（以下「丁」とい

う。）を債務者とする債務に係る債権を被担保債権とする担保権（以下「原告ら債務の担

保権」という。）が設定されていることを確認し、後記(エ)の予約完結権が消滅した場合

には、Ｂ及び乙の責任において、原告ら債務の担保権に係る設定登記を抹消することを前

提として上記(ア)の代金額が決定されたものであることを確認する（２条）。 

(ウ) 別紙物件目録２の［土地］記載８及び９並びに［建物］記載４（以下「原告の自宅土

地建物」という。）については、ＤからＣへの引渡し及び所有権移転登記を留保する（３

条）。 

(エ) ＤとＣは、Ｄが、Ｃに対し、現金３億円並びにＣが上記売買契約により負担すること

となった登録免許税、司法書士手数料、不動産取得税及び売買予約完結日までの固定資産

税相当額を支払うことによって、ＣＢ物件を再び買い受ける旨の売買の予約をした（４条）。 

(オ) 上記再売買予約完結権の行使期間は、平成１７年２月末日（以下「Ｃ買戻期限Ｂ」と

いう。）とし、Ｄは、同日が経過した後は同完結権を失うとともに、Ｃに対し、原告の自

宅土地建物につき、占有者を退去させた上、引渡し及び所有権移転登記を行う（５条）。 
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(カ) 上記(オ)にかかわらず、Ｄが、Ｃ買戻期限Ｂまでに、原告ら債務の担保権に係る設定

登記を抹消した上、Ｃに対し６０００万円を支払い、かつ、原告の自宅土地建物に係るＣ

への所有権移転登記の経由に必要な書類を交付した場合には、Ｃ買戻期限Ｂを平成１７年

８月末日まで延長する（６条）。 

エ Ｂは、平成１６年９月２日、Ｄを介して、Ｃから、上記ウの代金２億４０００万円を受領

した。他方、ＣＢ物件については、同日、同日付けの売買を原因として、原告からＣへの所

有権移転登記（ただし、原告の自宅土地建物については、所有権移転仮登記）が経由された。

（乙２２ないし３４、４９、５０） 

(6) 原告、丁及びＢは、平成１７年２月、Ⓐ原告が、Ｂに対し、上記(3)イ及び同(4)アのとお

り、ＣＡ物件及びＣＢ物件を買戻特約付き売買契約を締結する形式で、上記各物件の運用をゆ

だね、Ⓑ上記各物件につき、(a)Ｂが、上記(3)ウ及びエのとおり、Ｄとの間で売買契約を締結

し、(b)Ｄが、同(4)イ及びウのとおり、Ｃとの間で売買契約及び再売買予約契約を締結して、

所有権の移転を形式上行うことを通じて、上記各物件の運用を行い、(c)運用の終了と同時に

上記各物件の名義を原告に回復するとともに、ⒸＢが、原告に対し、平成１７年７月８日から

３か月以内に１５００万円及び同年９月３日から３か月以内に１５００万円の合計３０００

万円を配当することを約する旨の覚書を作成した（以下、この書面を「本件覚書」という。乙

３６）。（乙３６） 

(7)ア 平成１７年２月以降、Ｃとの間で定められたＣ買戻期限Ａ（ただし、上記(4)カのとおり

変更された後のもの）及びＣ買戻期限Ｂ（同(5)ウ(オ)）が到来し、Ｂ及び原告としては、

このままではＣに対して支払うべき金利等の負担が増大するのみならず、Ｃに対して譲渡担

保に供していた原告の自宅土地建物を含む不動産すべてを買い戻すことができなくなるこ

とから、Ｂは、返済資金を調達する必要に迫られ、新たな借入先として株式会社Ｈ（以下「Ｈ」

という。）の子会社であるＥを探し出し、Ｅからの借入金をＣＡ物件及びＣＢ物件に係る弁

済に充ててＣＢ物件がＢに返却されることを前提に、ＣＢ物件をＥに担保として提供するこ

とを条件として、５億１０００万円の融資を確保したものの、それだけではＣへの買戻代金

合計６億５０００万円にさえ及ばず、かつ、他に資金を調達できる借入先も見つからなかっ

た。そのため、Ｂは、原告所有の不動産の一部を売却して上記返済資金の不足を補うべく、

ＣＡ物件のうち本件譲渡物件につき売買代金５億円の売買契約を締結して資金を調達する

こととし、その売却先を探していたところ、同年４月、Ｆから紹介された株式会社Ｉ（以下

「Ｉ」という。）を介してＡからその引き合いがあり、Ａは、Ｉを通じて本件譲渡物件を調

査した上、それで採算が合うと判断し、買主として代金５億円で本件譲渡物件を購入するこ

ととした。（乙３７、３８、８３） 

 イ(ア) Ａは、Ｃが大阪の業者であったので、大阪に事務所を開設している丙司法書士に対

し、本件譲渡物件の所有権移転登記申請の手続と、原告本人の確認及び原告が本件譲渡物

件につき売買に基づく所有権移転登記の意思があることの確認を依頼したが、その後、売

買契約の当日は原告が外出できないというＩからの情報により、原告本人の確認及び原告

が本件譲渡物件につき売買に基づく所有権移転登記の意思があることの確認をあらかじ

め東京都内に所在する原告の自宅に赴いて行うことを丙司法書士に依頼した。丙司法書士

は、平成１７年４月１３日、原告の自宅を訪れ、原告から旅券の提示を受けて本人確認を

するとともに、原告が本件譲渡物件につき売買に基づく所有権移転登記をすることについ
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て了解していることを確認し、その際に原告の対応等に何ら不自然なところはないものと

認識したので、その旨をＡに対して報告した。（乙３８、４１、４２、８３、８４） 

 (イ) 原告は、平成１７年４月１５日午前７時３０分ころ、原告の自宅を訪問したＢの社

員戊（以下「戊」という。）の持参に係る本件売買契約書（甲２）、委任状（原告が本件譲

渡物件の「売買の全権限（契約・引渡し・金銭代理受領等）」をＢに委任する旨の委任状。

以下「本件委任状」という。乙４３）及び領収証（本件売買契約に基づく売買代金（５億

円）を領収した旨の領収証。以下「本件領収証」という。乙４４）につき、いずれも原告

の実印（原告の印鑑証明書の登録に係る印鑑）を押印して、本件売買契約書及び本件領収

証については署名押印をし、本件委任状については記名押印をした。なお、本件売買契約

書には、前記(4)及び(5)の譲渡担保における各契約書と異なり、買戻特約は付されておら

ず、また、原告とＡとの間で再売買の予約に関する契約も締結されていない。（甲２、乙

４３ないし４５、７９） 

 (ウ) Ａは、同日に本件売買契約の締結及び本件売買代金の決済をすることとして、同日

午前中に原告の署名押印及び記名押印のある本件売買契約書及び本件委任状をＡ本社に

おいて受け取り、それぞれに原告の実印による押印がされていることを確認した上、本件

売買契約書に押印した。（甲２、乙３８、４３ないし４５、８３） 

 (エ) 原告は、同日正午ころ、原告の自宅を訪問した丙司法書士から、①ＣＡ物件に係る

Ｃ名義の所有権移転登記の抹消登記につき、これに必要な解除証書及び原告が上記登記の

申請に関する権限を丙司法書士に委任する旨の委任状、②本件譲渡物件に係るＡへの所有

権移転登記につき、これに必要な登記原因証明情報及び上記登記の申請に関する権限を丙

司法書士に委任する旨の委任状等を示され、いずれも原告の実印（印鑑証明書の登録に係

る印鑑）を押印して、上記①の委任状については署名押印をし、その余の書類については

記名押印をした。（乙４１、４５、４６、８３、８４） 

 (オ) 平成１７年４月１５日午後、Ｊ銀行本店において本件売買代金の授受・決済が行わ

れ、原告の代理人としてＢの専務取締役が出席し、Ｃの代表取締役、Ａの社員及び丙司法

書士らがこれに立ち会い、Ａ側は、本件売買代金５億円（内訳は、現金２億円、その余は

預金小切手で５０００万円１通、２５００万円２通、２億円１通）を原告の代理人である

Ｂに交付し、引換えに本件領収証を受領した。本件売買代金の授受・決済後、丙司法書士

は、本件譲渡物件の所有権移転登記の申請をするため東京法務局城南出張所に赴いたとこ

ろ、原告が戊とともに既に同出張所に来ており、その帰路も最寄り駅まで原告及び戊と同

道したが、終始、原告の対応等に何ら不自然なところはないものと認識した。（乙２、３

８、４１、４４、７９、８０、８３、８４、８７ないし９３） 

ウ なお、ⒶＡは、Ｉとの間で、平成１７年７月１５日までの間、本件譲渡物件の売却に関す

る権限を唯一同社に対してのみ与え、同社は同物件の売却に最善を尽くすものとする旨の同

年４月１５日付け覚書（乙３９）を作成し、ⒷＩ、Ｂ及びＤは、原告がＡに対して本件譲渡

物件を売却したことを前提とした上で、Ｂ及びＤが同年７月１５日までに売買代金５億円で

本件譲渡物件を再び買い受ける旨の再売買の予約をすること、その予約完結権の行使期間は

同日までとし、同日が経過した後は、Ｂはその権利を失うこと等を約した不動産売買予約契

約書（乙４０）を作成した。（乙３９、４０） 

(8) Ｂは、同月１５日、本件売買代金の授受・決済と同時に、Ｅとの間で、借入金５億１００
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０万円、元本弁済期平成１９年４月１３日、利息年８％、遅延損害金年１４％とする旨の金銭

消費貸借契約を締結するとともに、同契約に係る債務を担保するために、原告の承諾を得て、

別紙物件目録１記載の１、３、６及び１２の土地（ＣＡ物件のうち本件譲渡物件を除いたもの）

並びに別紙物件目録２記載の土地及び建物（ＣＢ物件。以下、併せて「Ｅ担保物件」という。）

につき、債権者をＥ、債務者をＢとする極度額６億１２００万円の根抵当権を設定してその設

定登記を経由し、Ｅから上記金額（以下「Ｅ借入金」という。）を借り受けた。（乙１２ないし

１５、２２ないし３４、４７、４８） 

(9)ア Ｂは、平成１７年４月１５日、本件売買代金及びＥ借入金を原資として、Ｄに対し、Ｃ

からのＣＡ物件及びＣＢ物件の買戻代金として７億２５００万円（その内容は、借入金返済、

支払利息、遅延損害金、登記費用、弁護士報酬等から構成される。）を支払った。この結果、

ＣＡ物件及びＣＢ物件につき、Ｃ名義の所有権移転登記及び所有権移転仮登記が抹消され、

登記上の所有名義が原告に回復された上、本件譲渡物件については、改めてＡへの所有権移

転登記が経由された。（甲１２ないし１９、乙１２ないし１５、２２ないし３４、４９、５

０） 

 イ Ｂは、本件売買代金及びＥ借入金（合計１０億１０００万円）につき、①平成１７年４

月１５日、上記アのとおり、Ｄに対し、ＣからのＣＡ物件及びＣＢ物件の買戻代金として７

億２５００万円を支払い（本件売買代金から４億円、Ｅ借入金から２億２５００万円を支出）、

②同日、Ｅ担保物件の一部に設定されていた原告ら債務の担保権（原告のＫ信用組合及びＬ

株式会社に対する債務の各抵当権、丁のＬ株式会社に対する債務の抵当権、株式会社ＭのＮ

金融公庫に対する債務の根抵当権）に係る被担保債権につき、１億７３９４万円をもって弁

済した（Ｅ借入金から支出。その結果、原告ら債務の担保権に係る登記は抹消された。）ほ

か、③同日、Ｆに対し、１億円を玄払う（本件売買代金から支出）などして使用した。（甲

３、乙２２、２４、２５、２８ないし３２、３４、３８、４９、５０）。 

(10) Ｂが前記(7)ウのとおりＩを通じてＡとの間で約した本件譲渡物件に関する再売買予約に

おける再売買の期限内に本件譲渡物件を買い受けることができなかったことから、Ａが、平成

１７年７月ころ、本件譲渡物件の借地人に対し、賃貸人や地代振込先の変更を通知するなどし

たことを契機に、原告らとＡとの間で紛争が生じた。そこで、原告は、Ａを被告として、Ａと

の間で本件譲渡物件の売買をした事実はなく、本件譲渡物件に係るＡへの所有権移転登記の経

由を承諾した事実もない、外形上原告とＡとの間に存在する売買契約は、Ｂの詐欺によるもの

であり、Ａは悪意であったから、同契約を取り消す等と主張し、上記登記の抹消登記手続を求

めて、平成１７年７月２９日、東京地方裁判所に訴えを提起したが、同裁判所は、平成１８年

６月２９日、原告のＡに対する本件譲渡物件の売却に係る十分な認識の存在を認定した上で、

本件売買契約は有効であるとして、原告の請求を棄却し、原告の控訴を受けた東京高等裁判所

も、平成１９年８月８日、同様の理由で原告の控訴を棄却し、さらに、原告の上告及び上告受

理申立てを受けた最高裁判所も、平成１９年１２月４日、上告棄却及び上告受理申立ての不受

理の決定をした。（乙１、２、５１、５２、６１） 

(11) Ｂ及びその代表取締役である乙は、平成１８年３月１３日、東京地方裁判所に破産手続開

始の申立てをし、同月２２日、それぞれ破産手続開始の決定がされた。なお、前記(4)アのと

おり、原告が、Ｂとの間でＣＡ物件につき売買契約を締結して以後、上記(9)イのとおり、本

件売買代金及びＥ借入金（合計１０億１０００万円）を原資として、原告らの債務合計１億７
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３９４万円の弁済がされているものの、その他に、上記破産手続開始決定に至るまでの間にＢ

から受領した金員は、２０００ないし２５００万円程度である。（乙２、３７、６９、７３、

弁論の全趣旨） 

(12) Ｂは、Ｅ借入金の返済を遅滞したことから、Ｅ担保物件の一部（Ｅ担保物件のうち別紙物

件目録２記載の［土地］記載９及び［建物］記載４を除いたもの）につき、Ｅの親会社である

Ｈに売却して、Ｅ借入金を弁済することを計画し、原告の了解を得た上、上記Ｅ担保物件の一

部につき、平成１８年２月２４日、いずれも同日付け売買を原因として、原告からＢへ、Ｂか

らＨへの各所有権移転登記を経由したところ、原告は、同年８月２４日、破産者Ｂ破産管財人

及びＨを被告として上記Ｅ担保物件の一部の所有権移転登記抹消登記手続等を求めて東京地

方裁判所に訴えを提起し、その登記原因とされた原告とＢとの間の売買契約がＢの詐欺による

ものである等と主張したが、同裁判所は、平成１９年１１月２８日、原告の主張に係るＢの詐

欺及び原告の誤信の事実は認められず、上記売買契約は有効であるとして、原告の請求を棄却

し、原告の控訴を受けた東京高等裁判所も、平成２０年５月２９日、同様の理由で原告の控訴

を棄却した。（乙１２ないし１５、２２、２３、２５ないし３１、３３、３４、５４、５５、

５６の１・２、同５７ないし５９、６２） 

２ 争点(1)（本件売買代金の課税処理の適否）について 

(1) 争点(1)ア（本件売買代金が譲渡所得に該当するか否か）について 

ア 前記１の認定事実に基づき検討するに、(ア)本件売買契約の締結当時の客観的状況として、

Ｂは、Ｃに対して担保として提供したＣＡ物件及びＣＢ物件のいずれについても買戻期限が

到来していたものの、買い戻すための資金を準備できていない状態であり、ＥからＣＢ物件

を担保として提供することを条件として５億１０００万円の融資を受けてもなお、ＣＡ物件

及びＣＢ物件の買戻金額に満たないことから、原告としては、このままでは、原告の自宅土

地建物を含めて自己が所有していたＣＡ物件及びＣＢ物件についてその所有権を完全に失

って回復できなくなり、原告の自宅土地建物からの立退きを求められる蓋然性が高かったこ

と、(イ)原告は、平成１７年４月１５日、本件売買契約書及び本件領収証に自ら原告の実印

を押印して署名押印した上、本件売買契約に関する本件委任状及び登記関係書類にも自ら原

告の実印を押印して記名押印したこと、(ウ)契約書の形式上も、(a)ＢがＣＡ物件及びＣＢ

物件を利用してＣから融資を受けた際には、いずれの契約にも買戻特約ないし再売買予約契

約が付され、各契約の売主が売買代金等を買主に支払うことによって、最終的には原告に各

物件の所有権が回復されることが前提とされていたほか、原告らとＢとの間で、本件覚書（乙

３６）が作成され、ＣＡ物件及びＣＢ物件がいずれも担保として提供されたものであること

が明らかにされており、(b)ＥからＥ担保物件を利用して融資を受ける際にも、原告は、Ｅ

担保物件を担保に供する旨を明確に記載した承諾書（乙４７）を作成しているのに対し、(c)

本件売買契約については、原告とＡ間でそのような買戻特約や再売買予約は付されておらず、

単純な売買契約となっていること（なお、前記１(7)ウのとおり、Ｂ及びＤは、Ｉを通じて

Ａとの間で、本件譲渡物件につき再売買の予約をする旨の不動産売買予約契約書を作成して

いるが、これは、本件売買契約の直接の当事者ではないＢ及びＤが、Ａとの間で、自ら買主

として独自に本件譲渡物件を買い受ける機会を確保したものにすぎず、原告とＡとの間の本

件売買契約に関して直接的・具体的に付された特約、条件等ではない。）、(エ)本件において、

当初のＣとの取引時に、買戻特約付き売買契約が締結されたのは、原告所有の土地を担保と
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して資金を借り入れ、その資金をＢが２年間運用して利益を出し、原告に２年間で３０００

万円の配当をするとの投資計画に端を発することも併せ考慮すると、原告は、当初のＣとの

取引時には、各不動産につき買戻特約付き売買契約を締結することを通じて、乙の提案した

投資計画の原資を調達する意図であったものの、その後の状況の逼迫を踏まえ、本件売買契

約の締結時には、原告の自宅土地建物を含む自己の所有していた物件の多くについてその所

有権を失うのではなく一部の損失にとどめるべく、本件譲渡物件に限っては、その売却代金

をＣＡ物件及びＣＢ物件の買戻資金に充てるため、Ａに担保として提供するのではなく、や

むを得ず通常の売買として売却するものであることを認識していたものと認めるのが相当

であり、したがって、本件売買契約は有効に成立しており、原告が欺罔により錯誤に陥った

とは認められず、錯誤により無効となるものではないというべきである。 

イ この点につき、原告は、乙は、原告が乙を信用していたことを奇貨として、原告に契約内

容を確認するいとまを与えず、本件売買契約書に署名押印させた旨主張するが、Ⓐ原告の上

記主張を客観的に裏付ける的確な証拠はない一方、Ⓑ前記１(7)イ(ア)のとおり、丙司法書

士は、本件売買契約に先立つ２日前に、原告宅を訪れ、原告から旅券の提示を受けて本人確

認をするとともに、原告が本件譲渡物件につき売買に基づく所有権移転登記をすることにつ

いて了解していることを確認していること（乙８４）、ⒸＢの社員戊の陳述（乙７９）によ

っても、同(イ)のとおり、戊が、本件売買契約の当日、原告から原告の自宅において本件売

買契約書等に署名・押印を受けた際にも、原告を急がせたり、各文書の内容を原告が確認す

ることを妨げるような状況があったとはうかがわれないこと、また、Ⓓ原告は、前記１(1)

のとおり、平成１２年１１月２８日、平成１４年４月２２日及び平成１５年１２月２５日に

も、借地権付建物等を買い受け、その際、自己所有の不動産を担保として金融機関から買収

資金を調達する等の不動産取引を行っていたもので、このような状況等に照らせば、原告が、

本件売買契約書の内容に、買戻特約又は再売買予約が付されていないことを認識することは

容易に可能であったと考えられるにもかかわらず、本件売買契約書への署名押印の際に将来

の買戻し又は再売買の可否、条件等について確認、質問等を行った刑跡も見受けられないこ

とに加えて、Ⓔ本件譲渡物件は、位置的にまとまりのない複数の物件を組み合わせる形で本

件売買契約の目的物とされ、しかも、原告の自宅土地建物を含む不動産はいずれも本件売買

契約の目的物から除外されていることに照らして、本件売買契約の目的物の選定に当たって

は原告の意向が働いていたものと推認されること等にかんがみると、原告の上記主張は理由

がなく（原告本人の上記主張に沿う供述（乙５、５３、６０、６８）は、別件訴訟において、

契約書の内容を全く見ないで押印したこともあると述べ（乙６０）、本件売買契約書も、契

約の内容を全然知らずに署名押印し、本件領収証も見たことがないと述べる（乙５３）など、

全体として、それ自体不自然な点が多く、にわかに採用し難い。）、原告は、本件売買契約書

の調印により本件譲渡物件を担保提供ではなく通常の売買として売却することを認識して

いたものと認めるのが相当である。 

 また、原告は、原告とＡとの間の本件売買契約の締結は、乙が企図したＢの運用資金の詐

取という詐欺行為の一環としてその目的達成のための手段として仕向けられたものであっ

て、一連の詐欺行為の中から本件売買契約のみを取り出して、形式的にその有効性を判断す

べきでない旨主張するが、そもそも、乙がＢの運用資金を詐取するという目的を有していた

ことを客観的に裏付ける証拠はない上（乙がＢにおいてＥから融資を受けるなどして買戻資
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金を調達し、ＣＡ物件及びＣＢ物件の買戻しに努め、本件譲渡物件以外の当該各物件を買い

戻して原告の所有権を回復した経緯からも、原告の上記主張に係る乙の一連の詐取の意図は

にわかに認め難い。）、既に検討したところによれば、原告は、本件譲渡物件をＡに担保とし

て提供するのではなく通常の売買として売却するものであることを認識していたものと認

められ、そのことについて欺罔により錯誤に陥ったとは認められないから、原告の主張は理

由がない。 

 原告のその余の主張も、上記アの判断を左右するに足りるものとは認められない。 

ウ したがって、本件売買契約が通常の売買として有効に成立している以上、本件売買代金５

億円は、譲渡所得に該当するものというべきである。 

(2) 争点(1)イ（本件売買代金相当額の雑損控除の可否）について 

 本件売買代金相当額の雑損控除の可否は所得税法７２条１項にいう「横領」の成否（原告の

主張に係る乙による本件売買代金相当額の横領の事実の存否）によって決せられるものである

ところ、①原告は、本件売買契約に関して、本件譲渡物件の「売買の全権限（契約・引渡し・

金銭代理受領等）」という包括的な権限をＢに委任する旨の本件委任状（乙４３）を作成して

いることに加えて、②本件売買契約の目的が、前記(1)のとおり、本件売買契約の締結当時の

客観的状況として、原告の自宅土地建物を含めて自己が所有していたＣＡ物件及びＣＢ物件に

ついてその所有権を完全に失って回復できなくなり、原告の自宅土地建物からの立退きを求め

られる蓋然性が高かったことから、原告の自宅土地建物を含む自己の所有していた物件の多く

についてその所有権を失うのではなく一部の損失にとどめるべく、本件譲渡物件に限っては、

その売却代金をＣＡ物件及びＣＢ物件の買戻資金に充てるため、やむを得ず通常の売買として

売却して売却代金を得ることにあったこと等を考慮すると、本件売却代金を、Ｃに対する返済

（ＣＡ物件及びＣＢ物件のＣからの買戻資金に充てること）自体に用いることはもとより、本

件譲渡物件を売却して売却代金を得てＣＡ物件及びＣＢ物件を買い戻すこと等により原告の

所有不動産の喪失を最小限にとどめるために要する不動産取得税・固定資産税、登記費用、司

法書士報酬等の事務手続費用及び関係各方面への手数料・謝礼その他の諸費用の支払に用いる

ことは、本件売買契約に関して原告からＢに対する委任の範囲に含まれるものと解される。そ

して、前記１(9)イのとおり、本件売買代金５億円のうち４億円はＣに対してＣＡ物件及びＣ

Ｂ物件の買戻代金として支払われているところ、この支払が、上記委任の範囲に含まれること

は明らかである。また、その余の１億円については、本件売買契約に関してＩを紹介したＦに

対して支払われているところ、(ア)本件売買契約書（甲２）には、売主を原告、買主をＡとし

て、双方の署名又は記名及び押印がされているものの、仲介業者に関する記載がなく、上記１

億円の授受に係るＦ発行のＢ宛ての領収証にも上記金員が仲介手数料として支払われた旨の

記載はないなど、上記金員が仲介手数料として支払われたことを客観的に裏付ける証拠はない

一方、(イ)(a)上記のとおり、本件売買契約に関する原告からＢに対する委任の範囲が包括的

かつ広範に及ぶこと、(b)前記１(7)ウのとおり、Ｂ及びＤは、Ｉ（原告から本件譲渡物件を買

い受けたＡから、本件売買契約の３か月後である平成１７年７月１５日までの間、本件譲渡物

件の売却に関する権限を唯一与えられていた。乙３９）との間で、同日までに原告・Ａ間の本

件売買代金と同額で本件譲渡物件を再び買い受ける旨の再売買の予約（乙４０）を行っており、

これは、Ｂ及びＤが、本件売買契約後３か月の間に、Ａよりも高額の代金で本件譲渡物件を購

入する者を探すこと等を通じて、原告の所有不動産の喪失を最小限にとどめる目的を達成する
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ために策定したものとうかがわれるところ、Ｉは、そもそも、Ｆを通じて本件売買契約に関与

したものであること等にかんがみると、上記１億円は、同社を通じて、その一部が、本件譲渡

物件を売却して売却代金を得てＣＡ物件及びＣＢ物件を買い戻すこと等を円滑に実現するた

めに要した上記諸費用の一部の支払に充てられ、その余が、上記のとおりＩとの間の本件譲渡

物件に係る再売買の予約を成立させるための手数料・謝礼等ないし上記再売買の代金の一部前

払分（手付等又はこれに準ずるものとして差し入れられ、再売買の予約が完結しなかった場合

でも返戻されないもの）に充てられたものと推認され、他方、これを覆すに足りる的確な証拠

はない以上、本件全証拠によっても、本件売買契約に関して原告から委任を受けたＢにおいて

本件売買代金５億円のうち１億円をＦに支払った行為が、上記の包括的かつ広範な委任の範囲

を超える乙個人の不法な領得に当たると認めるには足りないというべきである。 

 したがって、本件証拠上、乙が本件売買残金５億円を横領したとは認められず、本件売買代

金相当額につき、横領による損失として雑損控除をすることはできないものというべきである。 

３ 争点(2)（本件業務委託費が本件建物の取得価額に該当するか否か）について 

(1) 所得税法２条１項２０号及び同法施行令７条１項（前記関係法令の定め(3)ウ参照）の文言

に照らすと、繰延資産としての開発費に該当するためには、①業務に関し個人が支出する費用

であって、かつ、その支出の効果がその支出の日以後１年以上に及ぶこと、②資産の取得に要

した金額とされるべき費用（取得費）ではなく、かつ、前払費用でもないこと及び③事業を開

始するまでの間に開業準備のために特別に支出する費用であることが必要となる。そして、同

法施行令７条１項柱書の括弧書において、取得費及び前払費用を除外するとの上記②の要件が

設けられた理由は、繰延資産は、相手方から役務の提供を受けたにもかかわらず、その支出の

効果が支出の日以後１年以上に及ぶことから、支出時の必要経費とせずに繰り延べて、総収入

金額の発生年分に対応させるべき必要経費として「資産」と擬制したものであり、会計処理技

術上、貸借対照表の資産の部に計上されるだけのものであって、処分可能な価値を有する本来

の資産とは異なるのであるから、繰延資産から本来の資産の取得に要した金額が除外されるこ

とは、いわば当然のことであって、資産の取得に要した費用（取得費）が繰延資産と同様にそ

の支出の効果が１年以上に及ぶ場合には繰延資産と解される余地があるため、これを排除する

ために上記②の要件が明記されたものと解される。そうすると、当該費用が減価償却資産の取

得価額の一部として減価償却されるべきか、繰延資産として償却されるべきかは、まず、上記

②の要件の観点から、当該費用が減価償却資産の取得価額の一部として減価債却されるべきか

どうかを検討した上で、減価償却資産として評価できない場合に初めて、繰延資産に該当する

かどうかを検討すべきものと解される。 

(2) そして、賃貸用マンションである本件建物（鉄筋コンクリート造りの地上５階建建物・延

べ床面積７５３㎡）が所得税法２条１項１９号及び同法施行令６条（前記関係法令の定め(3)

ア参照）に規定する減価償却資産に該当することは明らかであるところ、本件業務委託費が本

件建物の取得価額に該当するか否かを検討するに、同法施行令１２６条１項１号（前記関係法

令の定め(3)イ参照）は、同令１２０条１項１号に規定する建物の取得価額に関して、(あ)当

該資産の購入の代価、(い)引取運賃、荷役費、運送保険料、購入手数料、関税その他当該資産

の購入のために要した費用及び(う)当該資産を業務の用に供するために直接要した費用の額

の合計額とする旨定めているが、本件業務委託費については、上記(う)に該当するか否かが問

題となる。 
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 そこで進んで検討するに、上記(う)の「当該資産を業務の用に供するために直接要した費用

の額」とは、当該減価償却資産を本来の業務の目的に従って稼働を開始するに至るまでの支出

の総額をいうものと解されるところ、一般に中高層の建物を建築する場合には、事前に都市計

画法、建築基準法及び地方公共団体の条例の規制の確認、建設予定地の調査（建物本体を支え

るための支持地盤の調査や敷地面積の調査など）、建築物の設計、地方公共団体に対する建築

確認申請及び条例に基づく届出関係書類の提出などのほか、実際に建物を建設するための建設

業者の選定及び同建設業者との請負契約の締結（請負代金の交渉及び決済を含む。）並びに建

設工事期間中の工事の施工監理、完成した建物の竣工時の検査なども必要となるほか、本件建

物の建築が計画された東京都大田区においては、本件建物のように建築物の高さが１０メート

ルを超えるものについては、同区の条例により、近隣住民に対し、建設計画の事前公開及び説

明会の開催を行い、その旨の報告書を建物の建設着工前に同区に提出することが求められてお

り（乙６５ないし６７）、建物の建築及び使用開始までに、近隣住民への電波障害の補償や苦

情対応、日照被害等に関する対応措置などの近隣対策を行う必要があり、特に賃貸用の建物に

関しては、十分な稼働率を確保する観点から、当該建物の周辺環境等も踏まえつつ、当該建物

をどのようなコンセプトで賃貸するかといったマーケティング計画の策定も賃貸用建物とし

ての供用開始に先立って必要となるものと考えられる。 

 そうすると、前記１(2)の認定に係る本件業務委託契約における委託業務の内容である(a)本

件建物の建築に係る立地調査、基本計画プラン、建築計画プランの作成等の基本企画業務、(b)

建築確認に係る各種工事監理等の設計監理業務、(c)本件建物に係る基本構想及び周辺環境等

の事前調査等のコンサルタント業務、(d)本件建物の近隣住民等に係る近隣対策業務、(e)施行

会社との折衝業務といった各業務は、いずれも賃貸用建物としての供用開始のために必要な作

業というべきであり、これらの作業を委託するために支出した本件業務委託費は、減価償却資

産である本件建物を本来の業務の目的に従って稼働を開始するに至るまでの支出であって、上

記(う)の「当該資産を業務の用に供するために直接要した費用の額」として本件建物の取得価

額に該当するものと解される。 

(3) 原告は、特に上記(c)ないし(e)の業務に関しては、建物を建築した上、賃貸業の用に供す

るのに必要不可欠な業務とはいえず、あくまで建物の建築に伴い生じる可能性のある紛争を予

防したり、賃貸業を営む上で有益なアドバイスを原告に与えたりすることを目的として委託さ

れた業務にすぎず、上記(a)ないし(e)の業務（少なくとも上記(c)ないし(e)の業務）に係る費

用は、本件建物を取得するために要した費用に該当せず、新たな事業の開始のために特別に支

出する必要がある旨主張する。 

 しかしながら、上記(2)に説示したところによれば、上記(a)ないし(e)の業務は、上記(c)な

いし(e)の業務を含め、各業務の性質上、いずれも賃貸用建物としての供用開始のために必要

な作業であることは明らかであり、したがって、これらの業務の委託に係る本件業務委託費が、

減価償却資産である本件建物を本来の業務の目的に従って稼働を開始するに至るまでの支出

であって、上記(う)の「当該資産を業務の用に供するために直接要した費用の額」として本件

建物の取得価額に該当するものと解される以上、原告の上記主張は理由がない。 

(4) したがって、本件業務委託費は、本件建物を取得するために要した費用であるから、減価

償却資産である本件建物の取得価額に含まれ、上記(1)②の要件との関係上、繰延資産には該

当しないというべきである。 
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４ 本件各処分の適法性 

 以上を前提に、原告の平成１７年分の所得税についてみると、被告が本訴において主張する別

紙「更正等の根拠及び計算」の第１記載の本件更正処分の根拠はいずれも相当であり、かつ、そ

の根拠に基づいて算定した原告の上記年分の納付すべき税額は、同別紙の第１の６記載のとおり

７３３５万２５００円であると認められ、別表１（項目Ｂの⑭欄）記載の本件更正処分における

上記年分の納付すべき税額７３２０万７０００円は、上記７３３５万２５００円の範囲内である

から、本件更正処分は、適法というべきである。 

 そして、本件更正処分が適法である場合に賦課すべき上記年分の過少申告加算税の額は、別紙

「更正等の根拠及び計算」の第２の１及び２記載のとおりであるところ、原告は、上記年分の所

得税について、納付すべき税額を過少に申告していたものであり、納付すべき税額を過少に申告

していたことについて国税通則法６５条４項に規定する正当な理由の存在を基礎付ける事情を

認めるに足りる証拠はないことから、これと同額の税額を課した本件賦課決定処分も、適法とい

うべきである。 

第４ 結論 

 よって、原告の請求は、いずれも理由がないから棄却することとし、訴訟費用の負担について、

行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 岩井 伸晃 

   裁判官 三輪 方大 

   裁判官 新宮 智之 
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別紙 

物件目録１ 

 

１  所  在：大田区 

   地  番： 

   地  目：宅地 

   地  積：４１．７１㎡ 

 

２  所  在：大田区 

   地  番： 

   地  目：宅地 

   地  積：１６１．９７㎡ 

 

３  所  在：大田区 

   地  番： 

   地  目：宅地 

   地  積：１２４．３１㎡ 

 

４  所  在：大田区 

   地  番： 

   地  目：宅地 

   地  積：１３３．２３㎡ 

 

５  所  在：大田区 

   地  番： 

   地  目：宅地 

   地  積：１４２．１９㎡ 

 

６  所  在：大田区 

   地  番： 

   地  目：宅地 

   地  積：２４８．２２㎡ 

 

７  所  在：大田区 

   地  番： 

   地  目：宅地 

   地  積：１１２７．１０㎡ 

 

８  所  在：大田区 

   地  番： 
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   地  目：宅地 

   地  積：７５６．９７㎡ 

 

９  所  在：大田区 

   地  番： 

   地  目：宅地 

   地  積：１２１５．３２㎡ 

 

１０ 所  在：大田区 

   地  番： 

   地  目：宅地 

   地  積：２５２．４４㎡ 

 

１１ 所  在：大田区 

   地  番： 

   地  目：宅地 

   地  積：３５５．７６㎡ 

 

１２ 所  在：大田区 

   地  番： 

   地  目：宅地 

   地  積：２１６．８９㎡ 
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別紙 

物件目録２ 

［土地］ 

 １  所  在：大田区 

    地  番： 

    地  目：宅地 

    地  積：１０９．１３㎡ 

 

 ２  所  在：大田区 

    地  番： 

    地  目：宅地 

    地  積：１６５．２９㎡ 

 

 ３  所  在：大田区 

    地  番： 

    地  目：宅地 

    地  積：１２２．９３㎡ 

 

 ４  所  在：大田区 

    地  番： 

    地  目：宅地 

    地  積：４２０．０１㎡ 

 

 ５  所  在：大田区 

    地  番： 

    地  目：宅地 

    地  積：４６１．８１㎡ 

 

 ６  所  在：大田区 

    地  番： 

    地  目：宅地 

    地  積：１１５．７９㎡ 

 

 ７  所  在：大田区 

    地  番： 

    地  目：宅地 

    地  積：６１０．１１㎡ 

 

 ８  所  在：大田区 

    地  番： 
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    地  目：宅地 

    地  積：４９４．１３㎡ 

 

 ９  所  在；大田区 

    地  番： 

    地  目：宅地 

    地  積：２９８．０６㎡ 

 

 

［建物］ 

 １  所  在：大田区 

    家屋番号： 

    種  類：居宅 

    構  造：木造瓦葺２階建 

    床 面 積：１階 ４７．５１㎡ 

         ２階 １９．８３㎡ 

 

 ２  所  在：大田区 

    家屋番号： 

    種  類：居宅 

    構  造：木造セメント瓦・亜鉛メッキ鋼板葺２階建 

    床 面 積：１階 ４９．５８㎡ 

         ２階 １３．２２㎡ 

 

 ３  所  在：大田区 

    家屋番号： 

    種  類：共同住宅 

    構  造：木造瓦葺２階建 

    床 面 積：１階 ８９．３９㎡ 

         ２階 ７６．５５㎡ 

 

 ４  所  在：大田区 

    家屋番号： 

    種  類：居宅 

    構  造：鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺３階建 

    床 面 積：１階 １１７．５３㎡ 

         ２階 １２１．１０㎡ 

         ３階  ６６．２４㎡ 
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別紙 

更正等の根拠及び計算 

 

第１ 更正の根拠及び計算 

１ 総所得金額（別表２の①欄の金額） １７４９万７０７２円 

 上記金額は、次の(1)及び(2)の金額の合計額である。 

(1) 不動産所得の金額（別表２の②欄の金額） １３８７万００７２円 

 上記金額は、次のアの金額からイないしカの金額を控除した金額である。 

ア 総収入金額（別表３の①欄の金額） ４８０２万９６２６円 

 上記金額は、所得税法（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）３６条

に規定する原告の平成１７年分の不動産所得の金額の計算上収入すべき金額である。 

イ 本件建物に係る減価償却費（別表３の⑤欄の金額及び別表４の順号⑬のＥ欄の合計欄の金

額） ７１５万５１７７円 

 上記金額は、本件建物の減価償却費の金額であり、具体的な計算過程は、以下のとおりであ

る。 

 原告が、本件建物の建設の請負人であるＯ株式会社横浜支店（以下「Ｏ」という。）に支払

った金額の合計額２億１５６２万８０００円（以下「本件建物の建設費」という。）を減価償

却資産の耐用年数等に関する省令で定ある耐用年数、償却率等の異なる各減価償却資産の種類、

構造又は用途別に按分したものが、別表４の順号①ないし⑪のＡの各欄の金額である。 

 そして、原告が本件業務委託契約に基づき支払った費用（本件業務委託費。２６２５万円）

は、本件建物の建設全体に係る費用であるから、減価償却費の計算に当たっては、本件建物の

建設費の各費用に按分して加算するのが相当である。 

 そこで、本件建物の建設費（２億１５６２万８０００円）と本件建物に設置された外観モニ

ュメントの購入代金３００万円（別表４の順号⑫のＡの金額）との合計である２億１８６２万

８０００円（別表４の順号⑬のＡの金額）に占める各減価償却資産の建設費又は購入費用の価

額の割合によって、本件業務委託費を配分したものが、別表４の順号①ないし⑫のＢの各欄の

金額である。 

 したがって、本件建物に係る各減価償却資産の取得価額は、同資産の直接の建設費又は購入

費用（別表４のＡの各欄）に上記のとおり配分した本件業務委託費（別表４のＢの各欄）を加

算した金額（別表４のＣの各欄）となり、これを基に所得税法施行令１２０条及び１２９条の

規定による減価償却費を計算した金額（別表４のＥの欄）を合計したものが本件建物に係る平

成１７年分の減価償却費（別表４の順号⑬のＥの合計欄）の金額となる。 

ウ 本件建物以外の減価償却資産に係る減価償却費（別表３の⑥欄の金額） 

 １５２万５９９９円 

 上記金額は、本件建物以外の減価償却資産に係る減価償却費の金額であり、原告が平成１８

年３月１３日付けで蒲田税務署長あてに提出した平成１７年分の所得税の確定申告書（以下

「本件確定申告書」という。乙３）に添付された所得税青色申告決算書（不動産所得用）（以

下「本件青色決算書」という。乙４）に上記イ以外の減価償却費として記載された金額の合計

額である。 

エ 繰延資産の償却費（別表３の⑦欄の金額） ０円 
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 本件業務委託費は、本件建物の取得価額に含めるべきものであり、繰延資産の償却費となる

金額はない。 

オ 租税公課（別表３の⑧欄の金額） １４３万８２００円 

 上記金額は、大田都税事務所長が原告に対して賦課決定した平成１７年度固定資産税及び都

市計画税１１５万９３００円並びに平成１７年度個人事業税２７万８９００円の合計額であ

る。 

カ その他の必要経費の額（別表３の⑨欄の金額） ２４０４万０１７８円 

 上記金額は、本件青色決算書に上記イないしオ以外の不動産所得の必要経費として記載され

た金額の合計額である（乙４）。 

(2) 雑所得の金額（別表２の③欄の金額） ３６２万７０００円 

 上記金額は、本件確定申告書に記載された雑所得の金額２万７０００円に、原告が平成１７年

中にＢから受領した地代補填額３６０万円を加算した金額であり、原告の平成２０年１２月２４

日付けの訴状訂正申立書における審査請求額と同額（別表１の④のＥ審査請求欄の金額）である。 

２ 分離長期譲渡所得の金額（別表２の④欄の金額） ４億７４９２万円 

 上記金額は、次の(1)の金額から(2)及び(3)の金額を控除した金額である。 

(1) 譲渡収入金額 ５億円 

 上記金額は、原告が、平成１７年４月１５日にＡに譲渡した本件譲渡物件の譲渡価額である（甲

２）。 

(2) 取得費 ２５００万円 

 上記金額は、租税特別措置法（以下「措置法」という。）３１条の４に規定する長期譲渡所得

の金額の計算上収入金額から控除する取得費であり、上記(1)の譲渡収入金額５億円の１００分

の５に相当する金額である。 

(3) 譲渡費用 ８万円 

 上記金額は、本件売買契約に係る本件売買契約書（甲２）に貼付する収入印紙の金額である。 

３ 所得控除の合計額（別表２の⑤欄の金額） ４６９万３４３４円 

 上記金額は、本件確定申告書に記載された所得控除の合計額に所得税法８３条の規定する配偶者

控除の額３８万円を加算した金額である（乙３）。 

４ 課税総所得金額（別表２の⑥欄の金額） １２８０万３０００円 

 上記金額は、上記１の総所得金額１７４９万７０７２円から上記３の所得控除の合計額４６９万

３４３４円を控除した後の金額（ただし、国税通則法（以下「通則法」という。）１１８条１項の

規定により、１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

５ 課税分離長期譲渡所得（別表２の⑦欄の金額） ４億７４９２万円 

 上記金額は、上記２の金額から１０００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額である（通則法

１１８条１項）。 

６ 納付すべき税額（別表２の⑬欄の金額） ７３３５万２５００円 

 上記金額は、次の(1)及び(2)の金額の合計額から(3)の金額（ただし、通則法１１９条１項の規

定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）及び(4)の金額を控除した後の金額であ

る。 

(1) 課税総所得金額に対する税額（別表２の⑧欄の金額） ２６１万０９００円 

 上記金額は、上記４の課税総所得金額１２８０万３０００円に対し、所得税法８９条１項に規



25 

定する税率を乗じて求めた金額である。 

(2) 課税分離長期譲渡所得の金額に対する税額（別表２の⑨欄の金額） ７１２３万８０００円 

 上記金額は、措置法３１条１項の規定に基づき、上記５の課税分離長期譲渡所得の金額４億７

４９２万円に、１００分の１５の税率を乗じて計算した金額である。 

(3) 定率減税（別表２の⑩欄の金額） ２５万円 

 上記金額は、経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に

関する法律（平成１１年法律第８号。ただし、平成１７年法律第２１号による改正前のもの）６

条２項による控除税額である。 

(4) 予定納税額（別表２の⑫欄の金額） ２４万６４００円 

 上記金額は、本件確定申告書に記載された予定納税額と同額である（乙３）。 

第２ 本件賦課決定処分の根拠及び計算 

 通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額 １０９５万９５００円 

 上記金額は、次の１の金額に２の金額を加算した金額である。 

１ 通則法６５条１項の規定に基づく金額 ７３２万３０００円 

 上記金額は、本件更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額７３２３万円（本件

更正処分に係る納付すべき税額７３２０万７０００円に、確定申告に係る還付金の額に相当する税

額２万７９００円を加算したもの（甲１）。ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

２ 通則法６５条２項の規定に基づく金額 ３６３万６５００円 

 上記金額は、上記１の本件更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった税額７３２３万

円のうち、本件確定申告書の期限内申告額２１万８５００円と５０万円のいずれか多い方の金額で

ある５０万円を超える部分に相当する金額７２７３万円（ただし、通則法１１８条３項の規定によ

り１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 
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別表１ 課税処分等の経緯 

（単位：円） 

項 目 Ａ確定申告 Ｂ更正処分等 Ｃ異議申立て Ｄ異議決定 Ｅ審査請求 Ｆ審査裁決 

年 月 日 平成18年3月13日 平成18年11月13日 平成18年12月20日 平成19年3月19日 平成19年4月18日 平成20年3月17日 

総 所 得 金 額 ① 7,045,726 17,011,855 7,045,726 13,539,079

不 動 産 所 得 の 金 額 ② 7,018,726 16,984,855 7,018,726 9,912,079

給 与 所 得 の 金 額 ③ 0 0 0 0
内
訳 

雑 所 得 の 金 額 ④ 27,000 27,000 27,000 3,627,000

分 離 長 期 譲 渡 所 得 の 金 額 ⑤ － 474,920,000 0 0

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 ⑥ 4,313,434 4,693,434 4,313,434 4,693,434

課 税 総 所 得 金 額 ⑦ 2,732,000 12,318,000 2,732,000 8,845,000

課 税 分 離 長 期 譲 渡 所 得 金 額 ⑧ － 474,920,000 0 0

課 税 総 所 得 金 額 に 対 す る 税 額 ⑨ 273,200 2,465,400 273,200 1,439,000

課税分離長期譲渡所得金額に対する税額 ⑩ － 71,238,000 0 0

定 率 減 税 額 ⑪ 54,640 250,000 54,640 250,000

申 告 納 税 額 ⑫ 218,500 73,453,400 218,500 1,189,000

予 定 納 税 額 ⑬ 246,400 246,400 246,400 246,400

納 付 す べ き 税 額 ⑭ △27,900 73,207,000 △27,900 942,600

過 少 申 告 加 算 税 の 額 ⑮ 10,959,500 0

棄
却 

0

棄
却 

（注） ⑭「納付すべき税額」欄の△は、還付金の額に相当する税額を表す。 
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別表２ 課税標準等及び納付すべき税額 

（単位：円） 

区分 被告主張額 

① 総 所 得 金 額 17,497,072

② 不 動 産 所 得 の 金 額 13,870,072

③ 

内
訳 

雑 所 得 の 金 額 3,627,000

④ 分 離 長 期 譲 渡 所 得 の 金 額 474,920,000

⑤ 所 得 控 除 の 合 計 額 4,693,434

⑥ 課 税 総 所 得 金 額 12,803,000

⑦ 課 税 分 離 長 期 譲 渡 所 得 の 金 額 474,920,000

⑧ 課 税 総 所 得 金 額 に 対 す る 税 額 2,610,900

⑨ 課 税 分 離 長 期 譲 渡 所 得 金 額 に 対 す る 税 額 71,238,000

⑩ 定 率 減 税 額 250,000

⑪ 申 告 納 税 額 73,598,900

⑫ 予 定 納 税 額 246,400

⑬ 納 付 す べ き 税 額 73,352,500

⑭ 過 少 申 告 加 算 税 10,959,500
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別表３ 不動産所得の金額 

（単位：円） 

 項目 被告主張額 

① 収 入 金 額 48,029,626

② 賃 貸 料 47,513,626

③ 

内
訳 

更 新 料 等 516,000

④ 必 要 経 費 34,159,554

⑤ 本 件 建 物 の 減 価 償 却 費 7,155,177

⑥ 本 件 建 物 以 外 の 減 価 償 却 費 1,525,999

⑦ 繰 延 資 産 の 償 却 費 0

⑧ 租 税 公 課 1,438,200

⑨ 

内
訳 

そ の 他 の 必 要 経 費 の 額 24,040,178

⑩ 不 動 産 所 得 の 金 額 13,870,072
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別表４ 本件建物に係る減価償却費の計算 

（単位：円） 

順
号 

 

減価償却資産の名称 

Ａ 

 

建設費又 

は購入費 

Ｂ 

 

あん分した本件 

業務委託費の額 

Ｃ 

 

減価償却資産 

の取得価額 

Ｄ 

 

償却の基礎 

となる金額 

 

 

償却方法

 

 

 

耐用年数

 

 

 

償却率

 

Ｅ 

 

減価償却費 

 

① 建 物 本 体 173,886,563 20,878,032 194,764,595 175,288,136 定額法 47年 0.022 3,856,339 

② 電 気 設 備 工 事 9,815,190 1,178,480 10,993,670 9,894,303 定額法 15年 0.066 653,024 

③ 給排水衛生設備工事 15,839,250 1,901,771 17,741,021 15,966,919 定額法 15年 0.066 1,053,817 

④ 空気調和設備工事 2,800,169 336,208 3,136,377 2,822,740 定額法 15年 0.066 186,301 

⑤ 昇 降 機 設 備 工 事 4,667,250 560,383 5,227,633 4,704,870 定額法 17年 0.058 272,883 

⑥ 外 構 工 事 2,209,445 265,281 2,474,726 2,227,253 定額法 15年 0.066 146,999 

⑦ 集 合 郵 便 受 け 272,160 32,677 304,837 274,353 定額法 10年 0.100 27,436 

⑧ 自 転 車 ラ ッ ク 424,473 50,965 475,438 427,895 定額法 18年 0.055 23,535 

⑨ インターホン設備 1,212,750 145,611 1,358,361 1,222,525 定額法 6年 0.166 202,940 

⑩ 屋 外 排 水 設 備 960,750 115,354 1,076,104 968,494 定額法 15年 0.066 63,921 

⑪ エアコン（24基） 3,540,000 425,037 3,965,037 3,568,533 定額法 6年 0.166 592,377 

⑫ 外観モニュメント 3,000,000 360,201 3,360,201 3,024,181 定額法 40年 0.025 75,605 

⑬ 合 計 218,628,000 26,250,000 244,878,000 7,155,177 

 


